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１．アンケート集計結果
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１１万サンプルの全国アンケート調査を実施

アンケート調査の概要

 実施時期 2015年8月

 回収数 11万2千サンプル

 ネットアンケート調査 NRI TrueNavi

 割付 年代・地域による割付実施
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電力会社を変更する際の重視ポイント

当該アンケート調査では、電力小売自由化の説明を左下のように行い、新電力会社を乗り換える場合に重
視する要素（価格、ｴﾈﾙｷﾞｰ源、手続き、安心感、実績）について、１０点を重視するウエイトに応じて配分し
てもらう方法で調査しています。
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電力会社の乗り換えの決め手は料金

調査結果では、料金の重要度が４６％と約半分のウエイトを占めており、供給会社の安心感・実績、切り替
えの手続きがほぼ同じ水準の１５％程度、自然エネルギーが１０％となっている。

新電力会社への乗り換え時の重視要素
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現実的な割引額と電力会社の乗り換え行動の関係を把握するための工夫

より現実的な解をえるための条件設定

 「電力発生源」「切り替え手続き」「新電力会社の安心感」「サービス開始後年数」の４つの条件を仮設定した上で、転
換するための割引率を聞いている。

 サービス開始後１年未満の初期段階の転換率を調査
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５％の割引提示で３％の乗り換え、１０％では１６％に急拡大

来年、初期段階における転換率は、５％の割引メリットを提示した場合には3％、10％の割引メリットには
16％、20％の割引メリットには43％と急速に転換率は高まる可能性がある。

 但し、携帯電話やガス料金等とのセット割引などの消費者に訴求する商品開発や積極的な営業活動により、５％の割
引率であっても、より高い転換率になることが想定される。

割引率と転換率の関係

割引率

転換率

5％と10％で消費者の行動に大き
な差が生じる可能性がある
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価格以外の差別化要素が少ないという点で、
固定電話と電気の乗り換え行動は相関が高いと推定される

固定電話会社を変更した経験がある人では、料金メリットで変更したと回答した人が61％、料金が主要な理
由と回答した人を含めると86％と、大半の人が料金メリットで変更している。

 これに対し、携帯電話会社の変更においては、固定電話に比べ価格以外の差別化領域があるため、価格が占めるウ
エイトが固定電話に比べ低い。

差別化ポイントが少ないという点で、電気は固定電話の変更パターンと類似した傾向を示す可能性がある。
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エリアタイプ別の分析結果

固定電話を変更した家では電力会社の切り替える可能性が高い

同期を見せる固定電話変更実績と電力会社の変更意向
（注）電力会社の変更意向は10％割引率の値

電
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携帯電話では価格以外の差別化要素が多いため、
携帯電話会社の変更と電力会社の変更意向の相関は高くない

携帯電話変更実績と電力会社の変更意向
（注）電力会社の変更意向は10％割引率の値
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２．全国・全町丁目の電気転換率、及び世帯平均電力料金の推計
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全国・町丁目別の電気使用料、新電力会社への転換率の推計方法

ＮＲＩで特許取得済みの独自手法に則り以下の流れで推計を行っている。

ネットアンケート調査
（１１万サンプル）

全国エリアタイプデータベース
（50タイプ）

エリアタイプ別の電気
使用料・転換率

重回帰モデル分析
（推計モデル構築）

全国・町丁目別の電気使用料
・転換率の推計DB作成

都道府県別集計
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エリアタイプ別の電気使用料・転換率意向（５％割引）

電気使用料（円/世帯）も５％割引時の電力会社の転換意向率も、エリアタイプ別に優位な差が見られる。

 １１万を越えるアンケート調査であるため各エリアタイプ別に統計的には十分なサンプル数が確保されている。

エリアタイプ別の転換率意向（5％割引）エリアタイプ別の電気使用料
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エリアプロファイル ～タイプ２～



Copyright（C） 2015 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 15

エリアタイプサンプル ～タイプ２の分布～
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エリアプロファイル ～タイプ４～
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小売自由化の転換率推計モデル

分析結果から判断すると、初期段階における電力会社の変更は、金融や通信などの職業に従事し、高学歴
な若い世帯が多く住む都市部で相対的に早く進むと予想される。

プラス因子 マイナス因子

■進取的 ■保守的

■経済的要素・価格感度 ■経済的要素・価格感度

若い（20～50歳）
職業（金融、通信、不動産、学術研究等）
高学歴

年齢が高い（50歳～）
職業（第一次産業、建設業、製造業等）

■地理的要素 ■地理的要素

アンダーミドル層（金融資産１千万未満）
準富裕層（５千万～１億円）

富裕層（１億円以上）

田園地域都市地域
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小売自由化の転換率推計モデルの精度

下図は、各エリアタイプ別の電力会社の転換率（アンケート結果：５％割引）と転換率推計モデルを用いて推
計した（再現した）グラフを比較したものである。

決定係数：0.68

エリアタイプ別の５％割引率の転換率とモデル推計値

モデル推計値

（予測モデル）＝Ｆ（進取的/保守的、経済的要素・価格感度、地理的要素）
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地域別電気料金推計モデル

アンケート結果で得られた世帯の電気使用料データを分析した結果、電気料金の多寡に影響を与える要素
として、世帯要素、経済要素、職業要素、住宅要素が大きいことがわかった。

これらの要素からなる地域別電気料金推計モデルを構築し、全国・全町丁目の電気使用料推計を実施した。

プラス因子 マイナス因子

■世帯要素 ■世帯要素

■経済要素 ■経済要素

世帯人員数が多い 世帯人員数が少ない（単身世帯）

■職業要素 ■職業要素

金融資産が多い（家が広い・家電製品が多い） 金融資産が少ない（家が狭い）

集合住宅が多い（家が狭い）

第一次産業従業者が多い（在宅時間が長い）

■住宅要素 ■住宅要素

一戸建て住宅が多い（家が広い）

第三次産業従業者が多い（在宅時間が短い）
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地域別電気料金推計モデルの精度

下図は、エリアタイプ別に、アンケートを集計した電気使用料（円/世帯・月）と統計モデルで推計した値を比
較したものである。

モデルには高い再現性があることがわかる。（決定係数：0.95）

エリアタイプ別の電気料金とモデル推計値

モデル推計値

（予測モデル）＝Ｆ（世帯要素、経済要素、職業要素、住宅要素）
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NRI推計値の検証 ～家計調査結果との比較～

総務省統計局の「家計調査」の一項目として、都道府県庁所在都市別の電気使用料結果を公表している。

 県庁所在都市毎に約１００サンプルの調査結果の集計値

家計調査の2012年～2014年の直近３ヵ年の平均値と、NRI推計値（町丁目単位の推計値を都道府県庁毎
に集計した結果）を比較すると、ＮＲＩ推計値が家計調査結果と比較して大きな乖離がないことがわかる。

世帯平均電気使用料の家計調査結果とNRI推計値の比較円/世帯・月
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電力の転換率予想マップ（サンプル） 5％割引時の予想転換率（‰）
世帯平均の電気使用料（円/月・世帯）
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３．電力の小売自由化がもたらす初年度のインパクト評価
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首都圏、関西圏の都市部で電力小売自由化のインパクトが相対的に高くな
ると予想される

※（転換インパクト）＝（変更契約の電気料収入）÷（電気料収入総額）

電力小売自由化の都道府県別の転換インパクト
（５％の割引率・初年度）


